
平成26年度 モーダルシフト等推進事業

荷主企業及び物流事業者等物流に係る関係者によって構成される協議会が行うモーダルシフト等推進事業計画に基づく事
業に要する経費の一部を補助することにより、CO２排出原単位の小さい輸送手段への転換を図るモーダルシフト等を推進し、温
室効果ガスの削減による地球温暖化の防止及び低炭素型の物流体系の構築を図る。

モーダルシフト等推進事業計画

他

協議会

物流事業者荷主企業

荷主企業及び物流事業者等物流に係る関

係者で構成される協議会が、モーダルシフト
等推進事業計画（輸送量･期間、CO２排出削
減量等を記載）を策定

有識者による評価結果を踏まえ補助対象

事業者（協議会）を認定し、運行経費を補助

（最大1／2）

＜目的＞ モーダルシフト推進のための新規顧客開拓

・これによりモーダルシフトに対する不安を解消

⇒モーダルシフトの推進

＜目標＞ モーダルシフト推進によるCO２排出量削減
目標値（平成26年度）（暫定）

鉄道コンテナ輸送量：38億ﾄﾝｷﾛ増送（平成12年度比）
海上輸送量（雑貨量）：333億ﾄﾝｷﾛ

＊モーダルシフト等推進事業には、幹線輸送における輸送ルートの集約化を含む。

荷主のモーダルシフトに対する不安

・出荷ロット・荷役設備の変更等に伴う費用

・輸送品質（振動、荷痛み等）

目的・目標

国の支援

協議会が、モーダルシフト

等推進事業計画に基づく事

業を実施
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【単位：Ｇ－ＣＯ２／ﾄﾝｷﾛ】
■ 輸送機関別ＣＯ２排出量原単位（平成24年度）
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次世代型モーダルシフト①
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モーダルシフト

次世代型モーダルシフトとして想定される事例（以下の例はイメージ）。平成26年度においては次世代型
モーダルシフトを優先的に採択する。

単独荷主による鉄道輸送のた
め、低積載の可能性あり

荷量が少なく、トラック輸送のまま

コンテナの空いていたス
ペースに企業Bの荷量を積

載することで、物流効率向
上（CO２,物流費等）。

次世代型モーダルシフト②
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モーダルシフト

納品後は空荷

納品

企業B 仕入先

仕入先

空でX地区に帰っていたコ
ンテナに企業Bの荷量を積

載することで、物流効率向
上（CO２,物流費等）。

駅

帰り荷確保

①複数企業による混載×モーダルシフト

仕入先

②帰り荷の確保×モーダルシフト

※上記次世代型モーダルシフトを優先的に採択するが、従来のモーダルシフト案件も公募対象とする。

平成26年度 モーダルシフト等推進事業（次世代型モーダルシフト例）
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